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中津川市上下水道事業

経営審議会

収支改善への取り組みと使用料改定案

合併して多くの施設がある

⇒ 処理施設21か所

公共下水道 ２

特定環境保全
公共下水道 ７

農業集落排水12
下洗井、坂本北部、阿木、加子母北部、加
子母中部、加子母南部、加子母山下、加子
母浅島、川上、田瀬、高山、蛭川南部

苗木浄化センター、落合浄化センター、
坂下浄化センター、付知クリーンセンター、
福岡クリーンセンター、蛭川浄化センター、
まごめ浄化センター

中津川浄化管理センター
坂本浄化センター

施設統廃合の課題

廃止
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施設統廃合の課題

１．手続に３～４年、工事完了まで６～７年

２．受入側、地元住民の了承が不可欠

４．地形的に統廃合できる施設は限定

５．一時的な投資が必要である

６．補助金返還が必要

７．場合によっては借金の繰上返済も必要

８．施設を廃止する費用が必要

３．廃止する地元受益者の負担金が必要

廃止する莫大な費用に財源がない

施設統廃合の課題

公共下水道

坂本

農業集落排水

加子母北部
農業集落排水

坂本北部

農業集落排水

加子母中部

農業集落排水

加子母南部

農業集落排水

川上

特定環境保全公共

坂下

接
続

接
続

接
続

接
続

統廃合の可能性がある施設

施設の統廃合には、リニア計画との連携が必要
増設工事が必要

接続管工事10km

工事への補助金なし

施設解体工事

施設解体工事 施設解体工事

接続管工事2km 接続管工事2km

施設解体工事
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施設統廃合の課題
農集 下洗井は廃止まで７年間

区分 事業名 処理区名 項 目 H5 H6～H17 H18H19H20H21H22H23H24H25

廃

止

施

設

農業集落排水
下洗井
地区

農集供用開始 ◎

方針決定 ◎

地元へ説明

地元と覚書締結 ◎

国・県、財産処分承認 ◎

補助金返還 ◎

接続工事、施設清掃

施設廃止（清掃） ◎

受

入

施

設

公共下水道
坂本

処理区

全体計画策定 ◎

都市計画決定 ◎

事業計画認可 ◎

新設工事

下水道供用開始 ◎

農集下洗井を
取り込んだ計画

７年間

23年度は、28.33億円

整備費

25％

維持管理費

18％

借金

返済

57％

23年度歳出44億6千2百万円の項目割合

8.1億円

25.44億円 11.08億円

収支改善の取り組み状況
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整備費

25％

維持管理費

18％

借金

返済

57％

23年度歳出44億6千2百万円の項目割合

8.1億円

25.44億円 11.08億円

収支改善の取り組み状況

高利な借金の借換えを
実施済み

更なるコスト削減が必要

新規の工事があるためコ
スト削減は難しい

23年度は、28.33億円

１．借金を減らす

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

40,000,000

19年度
20年度

21年度
22年度

23年度

単位：千円

360億円

309億円

収支改善の取り組み状況
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収支改善の取り組み状況
１．借金を減らす

・「返す以上に借りない」により元金と利子返済は年々減少

・H17年度に29億4千6百万円あった返済額がH23年度には25億4千4百万円に

19.00億円 19.81億円

25.07億円

27.34億円

34.73億円

18.99億円 18.33億円

10.46億円 10.10億円 9.77億円 9.06億円 8.47億円
7.43億円 7.11億円

5.00億円

10.00億円

15.00億円

20.00億円

25.00億円

30.00億円

35.00億円

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度

元金

利子

元金と利子 年間返済額

計29.46億円

計25.44億円

収支改善の取り組み状況
１．借金を減らす

総事業費 借金残高 借金返済年額

中津川市 957.88億円 309.28億円 25.44億円

多治見市 690.69億円 196.85億円 17.46億円

土岐市 505.85億円 142.70億円 14.54億円

恵那市 426.36億円 51.31億円 7.57億円

瑞浪市 240.76億円 86.45億円 6.14億円

・減らす努力をした現状でも、借金は、他市より多い。

・施設が多く他市よりも総事業費が多い。
※中津川市は23年度決算、他市は22年度決算

東濃５市の下水道借金残高
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収支改善の取り組み状況

利率 1.0％未満
1.0～2.0％

未満
2.0～3.0％

未満
3.0～4.0％

未満
4.0～5.0％

未満
5.0％以上 計

借金
残高

16億円 78億円 170億円 24億円 21億円 0億円 309億円

１．借金を減らす

・借り換えにより利率５％以上の借金はゼロに。

・利率５％未満の借金の借り換えは、総務省の許可が得られない。

収支改善の取り組み状況
２．人員削減

34人 34人 34人

31人
29人

22人 22人

2.4億円 2.4億円 2.4億円 2.4億円 2.2億円 1.6億円 1.6億円

0人

5人

10人

15人

20人

25人

30人

35人

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度

職員数と人件費 職員数 人件費

△0.8億円

市町村合併時より 12人削減し、人件費0.8億円減
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収支改善の取り組み状況
３．汚泥処分費の削減

58,033千円
69,688千円

85,215千円96,194千円89,199千円83,389千円84,127千円

25,518円 24,840円
30,473円

33,509円 33,633円 33,633円 33,600円

4,794千m3
5,088千m3

5,216千m3
5,302千m3

5,035千m3
5,161千m3

5,346千m3

2,527ｔ
2,810ｔ 3,006ｔ

3,336ｔ 3,077ｔ 2,918ｔ 2,937ｔ

2,000千円

20,000千円

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度

汚泥処分費

処分単価

汚水処理量

汚泥処分量

20,000

2,000

20年度より住友大阪セメントにて処分

９処理場の汚泥処分費

脱水汚泥の嵩を減らし、処分費を削減

４．薬品費の削減

収支改善の取り組み状況

21,300千円

25,008千円

23,884千円

25,862千円

26,458千円

25,441千円

26,125千円

21,000千円

22,000千円

23,000千円

24,000千円

25,000千円

26,000千円

27,000千円

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度

２１処理場の薬品費

薬品費

坂
本
浄
化
セ
ン
タ
ー
１
系

稼
働

阿
木
処
理
場

稼
働

高
山
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

稼
働

中
津
川
浄
化
管
理
セ
ン
タ
ー
２
系

稼
働

市町村合併以降、毎年度、単価入札を実施
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収支改善の取り組み状況
５．電気料の削減

66,831千円
67,542千円

69,404千円

73,704千円

70,478千円

68,844千円

81,595千円

65,000千円

67,000千円

69,000千円

71,000千円

73,000千円

75,000千円

77,000千円

79,000千円

81,000千円

83,000千円

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度

２１施設の電気料

電気料

料
金
プ
ラ
ン
見
直
し

料
金
単
価
値
上
げ

坂
本
浄
化
セ
ン
タ
ー
１
系

稼
働

高
山
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

稼
働

阿
木
処
理
場

稼
働

中
津
川
浄
化
管
理
セ
ン
タ
ー
２
系
列

稼
働

料金プランの見直しなどにより削減

収支改善の取り組み状況
６．修繕料の削減

55,527千円

71,926千円
74,904千円

79,884千円

91,589千円

96,960千円

91,503千円

50,000千円

55,000千円

60,000千円

65,000千円

70,000千円

75,000千円

80,000千円

85,000千円

90,000千円

95,000千円

100,000千円

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度

２１施設の修繕料

修繕料

５０万円以上のものは、入札を実施
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収支改善の取り組み状況

７．維持管理費の削減

608,344千円

659,114千円
663,500千円

709,795千円

714,745千円

753,059千円

810,387千円

600,000千円

650,000千円

700,000千円

750,000千円

800,000千円

850,000千円

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度

維持管理費（借金利息を除く）

維持管理費

高
山
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

稼
働

阿
木
処
理
場

稼
働

坂
本
浄
化
セ
ン
タ
ー
１
系

稼
働

料
金
単
価
値
上
げ

料
金
プ
ラ
ン
見
直
し

中
津
川
浄
化
管
理
セ
ン
タ
ー
２
系

稼
働

増収と歳出削減への提案

２．「定額制」の廃止 ⇒ 年間約４千３百万円増収

３．区域外流入工事費の市費負担制度の廃止 ⇒ 年間約３百万円歳出削減

４．井戸メーター等の設置費の使用者負担 ⇒ 年間約７百万円歳出削減

５．井戸水等使用者の「定額制」（人数制）を導入 ⇒ メーター新設費用の回避

６．受益者負担金一括納付報奨金制度の廃止 ⇒ 年間約９百７０万円増収

７．水洗化資金融資あっせん利子補給制度の廃止 ⇒ 年間約５０万円歳出削減

８．排水設備指定工事店の指定申請の有料化 ⇒ ５年ごとに約２００万円増収

９．排水設備台帳の有料化 ⇒ 年間約４万円増収

10．排水設備完成検査の有料化 ⇒ 年間約２０万円

１．料金改定 （第３回審議会にて具体的な提案をいたします）

11．メーター検針の隔月化 ⇒ 年間約５百２５万円

12．事業所浄化槽排水の受入の有料化 ⇒ 下水道使用料相当額を徴収
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11．メーター検針の隔月化 ⇒ 年間約５百２５万円削減

水道 +下水道 メーター

毎月検針

隔月検針

２か月に１回

・案1 １回の請求が高額（２か月分）になる

・案２ 水道のみ納入、下水道の滞納が増える

・案３ 料金システムのプログラム変更

・案１２３ 漏水や無断転居の発見が遅れる

問題点

・案２ 奇数月⇒水道料金請求、偶数月⇒下水道料金請求

・案１ ２か月分を請求（年６回の請求）

・案３ 請求は上下水道料金を半分ずつ毎月請求

請求案

増収と歳出削減への提案

12．事業所浄化槽排水の受入の有料化

大型
浄化槽

取り壊し

衛生
センター

下水
処理場

有料化

通常汚水は衛生センターへ

処理方法
浄化槽非対応型

増収と歳出削減への提案

汚泥は衛生センターへ
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事務局提案に関する他市の状況
県内９市の状況を調査

・岐阜市、大垣市、高山市、飛騨市、下呂市

・多治見市、土岐市、瑞浪市、恵那市

調査
回答

中津川市

事務局提案に関する他市の状況
２．定額制の廃止

100%

①有

②無

中津川市は

①定額制あり。

②定額制なし

他市は

・「定額制」料金体系の有無

岐阜市、大垣市、高山市、
飛騨市、下呂市、多治見市、
土岐市、瑞浪市、恵那市

・定額制を採用している市はありませんでした。
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67%
22%

11%

①個人負担

②個人負担＋公費負担
③公費負担

④該当なし

事務局提案に関する他市の状況
３．区域外流入工事の市費負担制度の廃止

・区域外流入の工事費負担者

中津川市は

①個人負担
②個人＋公費

④該当なし

②個人負担＋公費負担です。
本管５０ｍ分だけ公費負担し
ています。

岐阜市、大垣市、飛騨
市、土岐市、瑞浪市、
恵那市

多治見市

高山市、下呂市

・高山市と下呂市は、本管に接続する取付管と公共ます設置工事費用に公費負担
してます。

45%

22%

33%

①個人負担

②個人負担＋公費負担
③公費負担

④該当なし

事務局提案に関する他市の状況
４．井戸メーター等の設置費の使用者負担

・メーター購入費の負担者

中津川市は

①個人負担④該当なし

③公費負担です。
市が購入しています。③公費負担

高山市、飛騨市、
下呂市、恵那市

大垣市、土岐市、
瑞浪市

岐阜市、多治見市

・大垣市、土岐市、瑞浪市は、事業所へは公費で購入し、一般家庭は、人数制を採
用し、井戸メーターを設置していません。
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56%

11%

33%

①個人負担

②個人負担＋公費負担
③公費負担

④該当なし

事務局提案に関する他市の状況
４．井戸メーター等の設置費の使用者負担

・メーター設置工事費の負担者

中津川市は

①個人負担④該当なし

③公費負担です。
市が購入しています。③公費負担

高山市、飛騨市、
下呂市、多治見市、
恵那市

大垣市、土岐市、
瑞浪市

岐阜市

・大垣市、土岐市、瑞浪市は、事業所は設置者負担で、一般家庭は、人数制を採用
し、井戸メーターを設置していません。

78%

22%

人数制 ①採用している

人数制 ②採用していない

事務局提案に関する他市の状況
５．井戸水等使用者の人数制を導入

・水道水以外の水使用の使用料体系（人数制）

中津川市は

人数制②採用していない

人数制②採用していません。
従量制と定額制のみです。

人数制①採用している

岐阜市、大垣市、
下呂市、多治見
市、土岐市、瑞浪
市、恵那市

高山市、飛騨市

・人数制を採用していない高山市と飛騨市は、メーターの購入費・設置費は個人負
担である。
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100%

①有

②無

事務局提案に関する他市の状況
６．受益者負担金一括納付報奨金制度の廃止

・一括納付報奨金制度の有無

中津川市は

①制度あり。
報奨率は１３．５％です。

①制度あり
岐阜市15％
恵那市15％
大垣市 8％
下呂市0.5％×月数
高山市0.3％×月数
多治見市 5％
土岐市13.5％
飛騨市0.5％×月数
瑞浪市0.5％×月数

このほか県内で
制度がないのは
関市、瑞穂市、美濃加茂市

78%

22%
①有

②無

事務局提案に関する他市の状況
７．水洗化資金融資あっせん利子補給制度の廃止

・利子補給制度の有無

中津川市は

①制度あり。
補給限度額は借入１００万円
までに対する利子です。

①制度あり

岐阜市、大垣市、
飛騨市、多治見市、
土岐市、瑞浪市、
恵那市

②制度なし

高山市、下呂市

このほか県内で
利子補給制度がないの
は郡上市、関市、美濃加
茂市、本巣市
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78%22%
①有料

②無料

事務局提案に関する他市の状況
８．排水設備指定工事店の指定申請の有料化

・指定工事店申請手数料（新規、更新）

中津川市は

②無料です。

①有料

岐阜市 1万4千円
高山市 1万円
飛騨市 1万5百円
下呂市 1万円
多治見市 5千円
瑞浪市 1万円
恵那市 1万5千円

②無料

大垣市、土岐市

78%11%

11% ①５年
②３年
③１年

事務局提案に関する他市の状況
８．排水設備指定工事店の指定申請の有料化

・指定工事店の更新期間

中津川市は

①５年です。

①５年

岐阜市、大垣市、
高山市、下呂市、
多治見市、土岐市、
瑞浪市

③１年

恵那市

②３年 飛騨市
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50%50%

①有料

②無料

事務局提案に関する他市の状況
９．排水設備台帳の有料化

・台帳用紙の代金

中津川市は

②無料です。

①有料

岐阜市 組合100円、非組合120円
高山市 指定店負担で印刷
多治見市 管工事組合にて販売
瑞浪市 指定店が印刷

②無料

大垣市、飛騨市、
土岐市、恵那市

※下呂市は台帳なし

44%56%

①有料

②無料

事務局提案に関する他市の状況
10．排水設備完成検査の有料化

・検査の手数料

中津川市は

②無料です。

①有料②無料

岐阜市、高山市、
飛騨市、土岐市、
瑞浪市

大垣市 流入口1箇所400円
（1箇所増すごとに100円加算）

下呂市 2,000円
多治見市 1,000円

（供用開始3年以内は無料）
恵那市 1,000円
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下水道と浄化槽の比較
下水道と浄化槽の個人負担比較

・設置費用比較

下水道負担金 合併処理浄化槽設置費用

種 別 一般住宅 5人槽 7人槽 10人槽

費 用 300,000円 737,406円 901,394円 1,028,834円

設置補助金 - -444,000円 -486,000円 -576,000円

個人負担額 300,000円 293,406円 415,394円 452,834円

・浄化槽設置費は、本体と設置工事の平均で算出。

・宅内の排水設備や配管工事費用は含んでいません。

・浄化槽設置補助金は、高度処理型の補助金で算出。

下水道と浄化槽の比較
下水道と浄化槽の個人負担比較

・維持管理費用比較

・下水道使用料は、統一後の金額で１人６m3／月で算出

・浄化槽は、らくらく一括契約とブロワなどの電気代年額を合算して算出

下 水 道
使 用 料

合 併 処 理 浄 化 槽 維 持 費

種 別 従量制３人
５人槽

（130m2以下）
７人槽

（130m2超）
10人槽

（2世帯住宅）

個人
負担額

39,060円/年 55,406円/年 61,242円/年 77,258円/年

・浄化槽設置基準は、住宅延べ面積による

中津川市の
平均世帯人員は約３人
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収入不足額

２３年度の歳入歳出を比較

使用料収入
19％
８．６７億円

繰入金（税金） ６１％
２８．３３億円

国庫
補助
金
8％

地
方
債
6％

繰
越
金
3
％

そ
の
他
2
％

維持管理費
１８％
８．１億円

借金返済金 ５７％
２５．４４億円

整備費 ２５％

汚水処理費
29.5％
１３．１６億円

使用料収入
４．４９億円不足

県補助金

収入不足額

1,465 
1,528 1,515 

1,396 

1,325 

937 944 950 957 963 

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

汚水処理費

現行収入

５
億
６
千
５
百
万
円
の
赤
字

４
億
３
千
９
百
万
円
の
赤
字

平成２６年度から３０年度までの収支
単位：百万円

５
億
２
千
８
百
万
円
の
赤
字

５
億
８
千
４
百
万
円
の
赤
字

３
億
６
千
２
百
万
円
の
赤
字
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使用料改定案
下水道使用料改定案

２．「定額制」を廃止する ⇒ すべて従量制となる

３．井戸水等を下水道に流す使用者の「人数制」を導入する

・25m3を超える使用水量の使用料を徴収できる

・井戸メーター設置費用の抑制 （水道水以外の検針費用の抑制）

１．料金改定を行い増収を図る

・経費回収率を上げる

使用料改定案
移行期間設定案（平成３０年度までの４年間）

・平成２６年４月１日より定額制を廃止

・平成２７年４月１日より段階的に改定

・４年間の移行期間を設定

・平成２６年４月１日より人数制を新設

・具体的な使用料改定案は次回審議会に提案
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下水道事業経営について

ご審議をお願いいたします


